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西口・桑原開発より 
生活基盤整えよ 

庶民増税が経済の深刻化

を招き、大企業減税で法人

市民税は大幅な減収、市民

生活にかかわる予算を縮減

しています。日本共産党は、

取手駅西口・桑原開発の大

型プロジェクトへの税金投

入ではなく、生活道路や雨

水排水整備優先。保育士不

足による待機児の解消を。

老朽化した公立保育所は廃

止せず改修・建て替えでの

対応を求めました。 

地域経済再生 
子育て・教育守れ 

新型コロナ感染防止・中

小企業と農業支援の強化、

いじめ防止への対策「全員

担任制等新教育制度」の導

入は教育現場の同意を大前

提になど求め新年度一般会

計予算案に反対しました。 

「桑原開発よりも十分な

コロナ対策を」と無会派ク

ラブも予算案に反対しまし

た。 

消
費
増
税
と
新
型
コ
ロ
ナ
の
ダ
ブ
ル
パ
ン
チ 

昨
年

月
の
消
費
税

％
増
税
に
加
え
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
猛
威
に
よ
り
、
子
ど

も
と
市
民
の
暮
し
・
経
営
に
深
刻
さ
を
増
し
て

い
ま
す
。
市
民
生
活
と
経
済
再
生
へ
の
行
政
の

対
応
と
責
任
が
厳
し
く
問
わ
れ
て
い
ま
す
。
日

本
共
産
党
は
、
コ
ロ
ナ
自
粛
に
伴
う
被
害
へ
の

補
償
は
国
の
責
任
で
行
う
こ
と
と
と
も
に
、
取

手
市
新
年
度
予
算
は
、
市
民
の
生
命
と
暮
し
最

優
先
の
予
算
へ
の
転
換
を
求
め
ま
し
た
。 

学
校
・
生
活
道
路
整
備
の
補
正
予
算
案 

 
 

宮
和
田
小
学
校
大
規
模
工
事
・
中
学
校
特
別

教
室
へ
の
エ
ア
コ
ン
設
置
、
取
手
東
口
城
根
線

（
台
宿
工
区
）
整
備
な
ど
事
業
費
の
予
算
化

は
、
市
民
要
望
に
よ
る
も
の
で
賛
成
し
ま
し

た
。
高
齢
者
の
命
を
ち
ぢ
め
る
後
期
高
齢
者
保

険
料
の
４
月
値
上
げ
（
所
得
に
よ
っ
て
異
な
り

ま
す
）
に
反
対
し
ま
し
た
。 

加増みつ子  遠山ちえ子 

関戸  勇   小池えつ子 

前年度に比べ、４．

９％減となった市税収

入のもと、市長が掲げた

「活力の創生・少子化・

高齢化対策を図る予算」

の本年度重点５事業の

中身は・・・。ズサンな

取手駅西口開発と、先が

見通せない桑原地区商

業市街地化に巨額な税

金を今年度も投入。新規

事業として市の知名度

を図る？観光パンフの

作成や市制施行５０周

年記念関連事業など。子

育て・暮らし応援の本気

度を示す予算は重点事

業に見当たりません。こ

れら新規の重点事業、市

民は納得いくでしょう

か！？ 

休校後春休み桜満開の藤代小学校 

これまで新聞折込みで配

布されていた取手市議会報

「ひびき」が web 化=イン

ターネット化された。これか

らは Web で見ろというの

だ。でも高齢者の大半は見ら

れない。ちなみに取手市の高

齢化率は 33.8%。18 歳以

上の有権者に限れば 50％

を超えるだろう。いうまでも

なく取手市議会は市民＝有

権者のものだ。その有権者の

大多数を「議会情報」から切

り捨ててしまうのだ。どんな

に歳を取っても、体が効かな

くても、物忘れはあっても、

高齢者は人間だ。主権者だ。

「議会の合理化」という理由

で切り捨てるなら、取手市か

ら民主主義は消えてしまう。 

ひびき存続を求め請願 

        神原禮二 

「議会改革」先進市議会との評価が高いとされてきた取

手市議会で、紙ベースでの議会だよりが廃止に。議員の

タブレット購入に必要な費用は、発行経費年３６０万円

の「ひびき」を廃止することで賄うと、自民・公明等与

党は多数で押し切りました。 

猛威を振う新型コロナウ

イルス感染症。国民の命と

健康を守る政治の責任が問

われています。 

３月市議会で共産党が呼

びかけ、超党派で提出した

「新型コロナウイルス感染

防止に関する意見書」を全

会一致で可決し国に提出し

ました。 

新型コロナ感

染対策に関し補

正予算３８６７

万円が計上され、

臨時の子どもク

ラブに人件費・備

品の購入、民間保

育園への一律５

０万円補助など、

まだまだ不十分

なもので、さら 

なる国の対策と取手市独自

の施策が求められます。 

日本共産党は 

▲無利子・無担保融資を抜
本的に  

▲雇用調整助成金を 10
分の 10 補助へ  

▲フリーランスへの所得
補償制度をつくる  

▲イベント中止の損害は国
の責任で 

など提案しています。 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
で
、

市
民
の
命
と
健
康
へ
の
不
安
が
広
が
る

中
で
開
催
さ
れ
た
定
例
市
議
会
は
、
２

０
２
０
年
度
一
般
会
計
３
６
９
億
６
０

０
０
万
円
の
予
算
な
ど
を
議
決
し
て

18

日
閉
会
し
ま
し
た
。 

生活・経営基盤 

子育て・教育重視への転換求め 

         日本共産党 予算案に反対 
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           署名広がる 

「茨城県民投票の会」呼びかけで始まった「東海第

２原発再稼働の賛否は県民投票で」との投票条例制定

を求める請求署名運動は、県内全有権者の５０分の１

要件（約４９０００筆）の約２倍、取手では２０００

筆を超えて広がりました。 

県民投票の会は６月県議会への条例案上程を目指

し、４月１７日までに県内全市町村に署名簿を本提出

し、５月２５日には大井川和彦県知事に条例制定の本

請求を行うとしています。 

市議会常任委員会・広域議会 

日本共産党議員の所属 

 
 

総務文教常任委員       福祉厚生常任委員 

取手地方広域         県南水防組合議員 
下水道組合議会議員    

 

 

 

建設経済常任委員       建設経済常任委員・          

常総広域              議会運営委員 

一部事務組合議会議員    竜ヶ崎地方衛生組合 

議会議員 

い
じ
め
問
題
専
門
委
員
会
の
提
言

を
受
け
、
新
年
度
よ
り
全
中
学
校
で

実
施
す
る
「
全
員
担
任
制
（
担
任
を

固
定
せ
ず
に
、
学
年
の
教
員
が
交
代

で
担
任
を
担
い
、
担
任
の
サ
イ
ク
ル

は
学
年
・
学
級
の
状
況
に
応
じ
て
変

え
る
）
」
と
す
る
市
教
育
委
員
会
の
決

定
や
課
題
に
つ
い
て
日
本
共
産
党
は

質
問
し
ま
し
た
。 

体
制
の
変
更
は
大
き
な
事
で
あ
り

「
現
体
制
と
の
比
較
、
リ
ス
ク
対
応

な
ど
、
教
員
間
で
の
充
分
な
議
論
・

研
修
、
学
校
の
課
題
や
実
態
把
握
な

ど
の
検
討
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
上

で
今
、
求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
、
教

職
員
の
増
員
、
子
ど
も
や
保
護
者
へ

の
説
明
と
意
見
集
約
も
丁
寧
に
行
う

こ
と
だ
」
と
求
め
ま
し
た
。 

市
教
委
の
説
明
か
ら
は
「
教
職
員

へ
の
周
知
が
不
十
分
な
状
況
」
や
「
子

ど
も
や
保
護
者
へ
の
説
明
が
残
さ

れ
、
意
見
集
約
は
こ
れ
か
ら
」
と
い

う
実
態
が
明
ら
か
に
な
り
、
教
育
長

は
「
子
ど
も
た
ち
の
た
め
に
い
い
こ

と
で
あ
り
、
先
延
ば
し
に
す
る
こ
と

に
は
な
ら
な
い
」
と
、
４
月
か
ら
の

実
施
を
強
調
し
ま
し
た
。 

日
本
共
産
党
は
「
子
ど
も
た
ち
や

保
護
者
、
先
生
方
に
と
っ
て
、
本
当

に
前
向
き
な
方
向
性
が
持
て
る
取
り

組
み
を
進
め
る
こ
と
が
大
事
、
丁
寧

な
準
備
・
移
行
期
間
が
絶
対
に
必
要

で
あ
る
」
と
し
、
新
年
度
実
施
は
拙

速
と
強
く
指
摘
し
ま
し
た
。 

解体工事の進む取手駅西口前ビル群 

「いじめ問題の対応」として、教育委

員会が突如打ち出した中学校の全員

担任制について、日本共産党は、幅広

く充分な議論のないまま決定された

同方針について質しました。 

西口前６.５ｈａの区画整

理事業は、交通広場に接する

Ａ街区（権利者２２名、約

7000 ㎡）の整備見通しもな

く１棟のビルを補償費を含

み７億円で解体、７年経過し

た今も未利用地のオーナー

に払い続ける補償費は毎年

約２０００万円。権利者の合

意もなく進める再開発事業

（タワーマンションビル建

設）前提のズサンな計画が、

基盤整備を遅らせ補償費な

ど事業費拡大の要因。その上

７億円から２１億円に膨ら

んだウェルネスプラザ等の

ハコモノ建設も見逃すこと

はできません。新年度関係事

業費は、実質約 20 億 5900

万円となります。 

取手駅西口開発 

     膨らみ続ける事業費  

基盤整備１７３億 → １９９億円に 
 

西口前公有地の格安売却

で、市に損失をもたらしたと

して、藤井市長を被告に市民

が返還を求めた住民訴訟が

原告（市民）敗訴で終結し、

被告側弁護士への成功報酬

１３２０万円が補正予算に

計上されました。「従来の弁

護士報酬規程の１０倍以上

になる算出根拠を示せ」「報

酬規程を確認せよ」との共産

党などの質疑に、市は、報酬

規程の確認もなく根拠を示

せないまま、弁護士事務所の

協議書通り、法外な報酬を支

払うとしました。共産党と無

会派クラブは、報酬規定の確

認もなく法外な報酬は認め

られないと反対しました。 

今回の成功報酬の他、取手

市はすでに３７２万円支払

い済み。 

 市長被告住民訴訟終結 

被告側弁護士に成功報酬１３２０万円 

「東海第２原発再稼働に知事は同意するな」 

請願・意見書全会一致で議決 

反原発取手駅前金曜行動・総がかり取手行動実行委

員会が提出した請願（紹介議員は共産党と無会派クラ

ブ）は、市議会全会一致で採択され、大井川県知事あ

て意見書を議決し送付しました。知事は、県民多数が

反対する東海第２原発再稼働に不同意の意思を明確

にすることが求められます。 


